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第３編 ５事業 

第１章 救急医療              
 

 

 

 

 

 

 

 

１ 救急搬送等の状況 

【救急搬送患者数】 

○ 平成 21 年（2009 年）に比べ、平成 27 年（2015年）においては、救急搬送患者数

は 5,217人増加しています。65歳以上の高齢者は 7,077 人増加し、全体の 65.4％を

占めています。 

  

【搬送患者の傷病の程度】 

○ 救急搬送患者を傷病の程度でみると、平成 21年（2009年）に比べ、中等症患者、

軽症患者が増加しています。 

 

【救急搬送原因】 

○ 県内における救急搬送の原因は、多い順から、一般負傷 9,278 人（15.3％）、交通

事故 4,836人（8.0％）、脳疾患 3,395人（5.6％）、消化器系疾患 3,326人（5.5％）、

呼吸器系疾患 3,248人（5.3％）、心疾患等 3,218人（5.3％）等となっています。 

 

【救急搬送時間】 

○ 救急事故の覚知から医療機関等に収容するまでに要した平均時間は、平成 27 年

（2015 年）で 37.2 分であり、平成 21 年（2009 年）の 32.8 分に比べ、4.4 分長くな

っています。 

主な要因は、高齢者の救急搬送件数の増加、救急救命士による高度な応急処置の実

施に伴う現場滞在時間の延長等が挙げられます。 

      

【時間外の救急患者の状況】 

 ○ 二次三次救急医療機関を時間外に受診している患者のうち、特別な医療処置を必要

としない（診察のみ、又は診察・投薬のみ）患者の割合は、平成 28 年度（2016年度）

で 27.2％であり、平成 23 年度（2011 年度）の 27.5％に比べ、0.3 ポイント減少して

います。 

 

 在宅当番医制度等による初期救急から、救命救急センターによる重篤な患者に対す

る三次救急まで、患者の状態に応じ、適切な救急医療が提供できる体制を構築すると

ともに、ドクターヘリの活用等により、迅速な救急搬送体制を確保します。 

第１節 現状と課題  



 

- 2 - 

表 1 救急搬送患者数の推移                         （単位：人） 

区     分 
平成 21年 

（割合％） 

平成 27年 

（割合％） 
増 減 

新生児（生後 28日未満） 
196 

（0.4％） 

146 

（0.2％） 
△50 

乳幼児（生後 28日以上７歳未満） 
1,929 

（3.5％）  

1,829 

（3.0％） 
△100 

少年（７歳以上 18歳未満） 
1,939 

（3.5％）  

1,727 

（2.9％）  
△212  

成人（18歳以上 65歳未満） 
18,790 

（33.8％）  

17,292 

（28.5％）  
△1,498  

高齢者（65歳以上） 
32,672 

（58.8％）  

39,749 

（65.4％）  
7,077  

計 55,526 60,743 5,217  

資料：「山口県消防防災年報」 

 

 

表 2 傷病程度別の救急搬送患者数の推移                   （単位：人） 

区     分 
平成 21年 

（割合％） 

平成 27年 

（割合％） 
増 減 

死     亡 
750 

（1.3％） 

658 

（1.1％） 
△92 

重   症 （注） 
6,723 

（12.1％） 

4,950 

（8.1％） 
△1,773 

中 等 症 （注） 
24,387 

（43.9％） 

29,298 

（48.2％） 
4,911 

軽   症 （注） 
23,657 

（42.6％） 

25,819 

（42.5％） 
2,162 

そ の 他 
9 

（0.1％） 

18 

（0.1％） 
9 

計 55,526 60,743 5,217 

資料：「山口県消防防災年報」 

   （注）重 症：３週間以上の入院加療を要するもの 

      中等症：入院を必要とするが重症に至らないもの 

      軽 症：入院を必要としないもの 
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２ 救急医療の提供体制 

(1) 病院前医療体制 

【応急手当】 

○ 必要な時に誰もが応急手当を行えるよう、消防本部を中心に県民に対する救命講

習が積極的に行われています。 

 

○ 医師でない人にも使用できるＡＥＤ（自動体外式除細動器（注１））の活用は救命

率の向上に有効であり、公共施設等に設置されたＡＥＤの設置数は、平成 30年

（2018 年）1 月末時点で 2,095台（注２）となっています。 

 

○ 多数の方が利用する旅館、ホテル、店舗等で、従業員による適切な応急処置が行

えるよう、全県下で「救急ステーション認定制度」（注３）及び「ＡＥＤ設置救急ス

テーション認定制度」を導入し、平成 28 年（2016 年）末で 339 事業所（うちＡＥ

Ｄ設置救急ステーション 221 事業所）が認定されています。 
 
 

（注１）ＡＥＤ（Automated External Defibrillator）：心肺停止患者の心臓に電気ショックを与え、心臓の動きを正常に戻

すための医療器具。 

（注２） 県に「設置状況届出書」の提出があったもの。 

（注３） 救急ステーション認定制度：多くの利用者が出入りする旅館、ホテル、店舗等であって、救急事案が発生

した場合、救急隊が到着する前に、従業員が適切な処置を行う事業所を認

定する制度。全従業員の 70％が救命講習を終了していることが条件の１つ

となる。 

 

【救急搬送】 

○ 傷病者の状況に応じた搬送先医療機関リストや、医療機関の選定手順を盛り込ん

だ「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準」を策定し、円滑な救急

搬送に取り組んでいます。 

 

○ 本県の救急事故の覚知から医療機関等に収容するまでに要した時間は、全国平均

を下回っているものの、長くなる傾向にあることから、円滑な救急搬送に向け、消

防機関と医療機関の連携を一層強化していく必要があります。 

 

○ 救命救急センターを中心に「地域メディカルコントロール協議会」を設置し、地域

のメディカルコントロール体制（注４）の整備を行うための課題等について協議し、

医師の常時指示体制、プロトコルの作成、事後検証、救急救命士の再教育の体制を整

備しています。 

 

○ 救命率の向上を図るため、救急救命士の処置範囲の拡大が図られており、救急救

命 

士がこれらの処置を行うためには、専門の講習や病院実習の追加が必要となること

から、病院実習等の実施体制を整備しています。 
 

（注４）メディカルコントロール（ＭＣ）体制：救急救命士が実施する救急救命処置の質を医学的な観点で担保

するために、①医師による指示、指導、助言 ②事後検証 ③
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救急救命士の再教育 等について取り組む体制。本県では県内

を救命救急センターごとに５地域に分け、体制を整備してい

る。 

(2) 救急医療体制 

【初期救急医療体制】 

○ 外来によって比較的軽症な救急患者を受け入れる「初期救急医療」は、市町を単位

として、地域の医師会等との連携により、休日の昼間については主に「在宅当番医制

度」、夜間については主に「休日夜間急患センター」により対応しています。 

 

【二次救急医療体制】 

○ 入院治療を必要とする救急患者を受け入れる「二次救急医療」は、主に二次救急医

療機関による「病院群輪番制」により対応しています。 

 

○ 「救急病院等を定める省令」に基づき、救急搬送される傷病者を 24 時間体制で受 

け入れる「救急告示病院・診療所」は、平成 30年（2018年）1月現在で 69 施設（救

急病院 66施設、救急診療所３施設）を認定しています。 

 

○ 時間外受診患者の増加や当直医の減少等により、休日・夜間の診療体制が課題とな

っており、適切な受診についての県民の理解を促進しながら、医療機関、行政が一体

となって救急医療体制の確保に取り組む必要があります。 

    

【三次救急医療体制】 

■救命救急センター 

○ 二次救急医療機関では対応できない複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者に

対応する「三次救急医療」は、24時間体制で高度な救急医療を提供する県内５箇所

の「救命救急センター」がその役割を担っています。 

 

○ 山口大学医学部附属病院は、「高度救命救急センター」として、広範囲熱傷、指肢

切断、急性中毒等の特殊疾病患者に対する救急医療を担っています。 

 

■ドクターヘリ 

○ より迅速な救命救急医療や適切な高度医療の提供を行うため、山口大学医学部附

属病院を基地病院として、医師・看護師が同乗する救急医療専用のヘリコプターで

あるドクターヘリの運航を、平成 23年（2011年）１月から行っています。 

 

○ 平成 28 年度（2016 年度）においては、ドクターヘリの出動件数は 312 件と過去

最多となっており、救命率の向上及び後遺症の軽減に寄与しています。また、消防

とのランデブーポイントとなるヘリ離着陸場の数は 405箇所と着実に増加していま

す。 

 

○ ドクターヘリの広域連携を進めるため、平成 25 年（2013 年）１月に中国地方５
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県で「ドクターヘリ広域連携に係る基本協定」を締結し、平成 25 年（2013 年）６

月から、山口県から島根県、広島県から山口県へ出動しています。 

■ドクターカー 

○ 救急医療の高度化の一環として、救命措置が必要な重篤な患者に速やかに対応で

きるよう、救急車に医師が同乗し、医療現場に出動して傷病者を診療するドクター

カーの運用が、医療機関と消防機関との連携により、山口大学医学部附属病院及び

済生会山口総合病院で行われています。 

 

【救急医療に関する情報提供体制】 

○ 救急医療に必要な情報の迅速かつ的確な収集・提供により救急医療活動を支援する 

ことを目的とし、医療機関や消防機関等に対して休日・夜間の救急医療情報や医療機

関の検索サービスの提供を行う「広域災害・救急医療情報システム」を導入していま

す。 

 

図 1 救急医療体制 

 

 

広域災害・救急医療情報システム（やまぐち医療情報ネット）
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表 3 救命講習の実施状況 

 
資料：「山口県消防防災年報」 

 

表 4 救急救命士数（各年４月１日現在）   

 
資料：「山口県消防防災年報」 
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表 5 休日・夜間における初期救急医療体制 

圏  域  名 岩 国 柳 井 周 南 
山口・防府 宇部・ 

小野田 
下 関 長 門 萩 

防 府 山 口 

休日昼間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

休日夜間 
準 夜 

(内科のみ) 
－ 準 夜 － 準 夜 準 夜 準 夜 － 深 夜 

平日夜間 準 夜 準 夜 準 夜 － 準 夜 準 夜 準 夜 準 夜 深 夜 

在宅当番地区数 ２ １ ３ １ ４ ４ １ － ２ 

急患センター数 １ １ ３ １ １ ２ １ １ １ 

小児センター数 － － １ － １ － － － － 

 

 

表 6 病院群輪番制病院 

圏 域 病院数 病院群輪番制病院名 

岩 国 ２ 岩国医療センター、岩国市医療センター医師会病院 

柳 井 １ 周東総合病院 

周 南 ５ 
光市立光総合病院、徳山医師会病院、徳山中央病院、周南記念病院、 

周南市立新南陽市民病院 

山口
・

防
府 

防府 ５ 三田尻病院、松本外科病院、緑町三祐病院、桑陽病院、防府胃腸病院 

【処置範囲が拡大された救急救命処置】 

（１）包括的指示下での除細動（平成 15 年４月～） 

（２）気管挿管（平成 16年７月～） 

・ 気管挿管認定救急救命士数 県内 249人(平成 28年４月当初) 

 

（３）薬剤投与（平成 18年４月～） 

   ・ 薬剤投与を行うことができる救急救命士数  県内 405人 

(平成 28年４月当初) 

（４）気管挿管に用いる器具にビデオ喉頭鏡を追加（平 23年８月～） 

 

（５）処置拡大２行為（平成 26年４月～） 

   ・ 心肺機能停止前重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液の実施 

   ・ 心肺機能停止前重度傷病者に対する低血糖発作症例へのブドウ糖溶

液の投与の実施 

   （・ 血糖測定器を用いた血糖測定） 
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山口 ３ 済生会山口総合病院、山口赤十字病院、小郡第一総合病院 

宇部・ 

小野田 
９ 

山口労災病院、宇部興産中央病院、山陽小野田市民病院、美祢市立病院、尾中

病院、宇部記念病院、宇部協立病院、セントヒル病院、山口宇部医療センター 

下 関 ４ 
関門医療センター、下関市立市民病院、済生会下関総合病院、下関医療センタ

ー 

長 門 ３ 長門総合病院、斎木病院、岡田病院 

萩 ４ 都志見病院、玉木病院、萩市民病院、萩むらた病院 

合 計 36 病院 

 

 

 

 

 

表 7 救命救急センター 

病 院 名 区  分 病床数 

山口大学医学部附属病院 高度救命救急センター 20 

岩国医療センター 救命救急センター 30 

関門医療センター 救命救急センター 30 

県立総合医療センター 救命救急センター 30 

徳山中央病院 救命救急センター 30 

 

図 2 ドクターヘリ飛行範囲円 
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表 8 ドクターヘリ出動件数の推移                         

 

 

表 9 ヘリ離着陸場数の推移                           （単位：箇

所） 

年 度 H22.5 H23.5 H24.6 H25.6 H26.6 H27.6 H28.6 H29.6 

ヘリ離着陸場数 220 335 387 388 392 400 403 405 

表 10 救急告示病院・診療所数（二次、三次救急医療機関であるものを含む） 

圏 域 名 岩 国 柳 井 周 南 
山口・ 

防府 

宇部・ 

小野田 下 関 長 門 萩 合 計 

救急告示病院 5 4 10 16 13 11 3 4 66 

救急告示診療所 － 1 － －  1  1 － －  3 
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第２節 目指すべき方向と関係者の連携体制  
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１ 目指すべき方向（取組事項） 

救急医療の確保・充実に向け、次のような体制確保に取り組みます。 

(1) 適切な病院前救護活動が可能な体制の確保 

＜取組事項＞ 

 ① 住民に対する応急手当の普及啓発 

 ② 救急搬送業務の高度化 

 

(2) 重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制の確保 

＜取組事項＞ 

 ① 救急医療機関の適正受診の普及啓発 

 ② 初期、二次、三次救急医療体制の整備・充実 

 

(3) 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制の確保 

＜取組事項＞ 

   ① 救命期を脱した患者を受け入れる体制の整備 

   ② リハビリや在宅等での包括的な支援を行う体制の確保 

 

(4) 広域災害・救急医療情報システムの整備・充実 

＜取組事項＞ 

   ① 救急医療情報の提供 

   ② 迅速、的確な救急患者搬送の支援 

 

２ 関係者の連携体制の構築 

 ○ 目指すべき体制の構築に向け、関係者が担うべき役割を踏まえ取組を進めます。 

関係者に求められる事項については、149 頁から 151 頁に整理し記載しています。

また、具体的な医療機関名は県のホームページに掲載し、必要に応じ更新します。 

 

○ 連携体制の構築に当たっては、入院治療が必要な救急患者の医療需要に対応する「二 

次医療圏」を基本としますが、重篤な患者への対応や、限られた医療資源の有効活用 

の観点から、地域を越えた連携・協力体制を整備します。 

 

 

１ 適切な病院前救護活動が可能な体制の確保 

(1) 住民に対する応急手当の普及啓発 

   ○ 公共施設や旅館、ホテル、店舗等、多くの利用者が出入りする施設に対し、ＡＥＤ

の設置や適正な管理を促進します。 

 

   ○ 「救急ステーション」及び「ＡＥＤ設置救急ステーション」認定事業所の更なる

拡大に取り組むとともに、県民への周知を図ります。 

 

第３節 施策  
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○  県民に対しＡＥＤの使用方法の周知を図るため、救命講習の実施機関の拡充や受

講機会の多様化など、できるだけ多くの方が救命講習を受けられるよう努めます。 

 

(2) 救急搬送業務の高度化 

○ メディカルコントロール協議会において、病院前救護活動の充実に向けた取組等

について協議し、各地域の救急患者の搬送・受入状況の検証や実施基準の見直しな

ど、メディカルコントロール体制の充実・強化を図ります。 

 

○ 気管挿管等これまで拡大されてきた処置を行うことができる救急救命士の養成を

進め、プロトコルや事後検証体制など養成に必要な体制を整備します。 

   

２ 重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制の確保 

(1) 救急医療機関の適正受診の普及啓発 

県民に対し、講習会や広報誌、メディア等を通じて救急医療に関する正しい知識

の普及を図ることにより、救急医療機関の適切な受診を促進します。 

 

(2) 初期救急医療体制の整備・充実 

県内の市町において、郡市医師会の協力のもと実施されている在宅当番医制度の

充実や準夜帯等の診療体制整備を促進します。 

 

(3) 二次救急医療体制の整備・充実 

○  病院群輪番制による休日夜間の救急医療体制の整備・充実を図ります。 

 

   ○ 二次救急医療機関に勤務する医師等に対し、国等が実施する救急医療の専門的な

研修への参加機会を確保し、救急医療の質の向上に努めます。 

 

   ○  消防法に基づき、県が策定した「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関す

る基準」により、医療機関と消防機関の連携を強化し、救急患者の受入先医療機関

への円滑な搬送体制を整備します。 

 

(4) 三次救急医療体制の整備・充実 

○ 救命救急センターの医療機能の一層の充実を図るとともに、地域の実情を踏まえ、

迅速な救急搬送体制を整備します。 

 

○ ドクターヘリについて、関係機関と連携しながら、ランデブーポイントの更なる

確保に努めるとともに、円滑かつ効果的な運航を促進します。また、ドクターヘリ

の広域連携を進め、相互利用による救急医療体制の充実、災害時における相互協力

を推進します。 

  

３ 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制の確保 
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  救急医療機関と救命期を脱した患者やリハビリを必要とする患者を受け入れる医療

機関、さらには、在宅での療養を支援する医療機関との連携体制を整備し、切れ目のな

い継続的な医療体制の確保に努めます。 

 

４ 広域災害・救急医療情報システムの整備・充実 

 ○ 医療機関や救急業務関係機関はもとより、県民が必要とする医療情報が手軽に、迅

速に、的確に入手できるよう、広域災害・救急医療情報システムの一層の整備・充実

に努めます。 

 ○ 医療機関の協力により、毎日の応需情報の入力を着実に行い、迅速かつ的確な救急

患者搬送を支援します。 

 

 

 

 

 救急医療に係る数値目標を以下のとおり設定します。 

指    標 現   状 目標数値 

二次三次救急医療機関の時間外救急患者のう

ち、特別な医療処置を必要としない者の割合 

27.2％ 

（H28 年度） 

25.0％ 

（H35 年度） 

ドクターヘリのランデブーポイント数 
405箇所 

（H28 年度） 

420箇所 

（H35 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 数値目標  
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関係者に求められる事項 

救護 

機
能 

○  病院前救護活動の機能 

目
標 

○  患者あるいは周囲の者が必要に応じ速やかに救急要請するとともに、周囲の者は救急蘇生法を実施す

ること 

○  救急搬送業務の高度化の推進とメディカルコントロール体制の整備により、救急救命士等の活動が適

切に実施されること 

○  実施基準の運用により、傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に行われること 

○  地域住民の救急医療への理解を深める取組が行われること 

関
係
機
関 

○  住民等 

○  消防機関 

○  メディカルコントロール協議会 

求
め
ら
れ
る
事
項 

住
民
等 

○  講習会等の受講により、傷病者に対する応急手当、ＡＥＤの使用を含めた救急蘇生法が実施可能である

こと 

○  傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請、あるいは適切な医療機関を受診すること 

○  日頃からかかりつけ医を持ち、また、小児救急については電話による相談システムを用いて、適切な医

療機関の受診、適切な救急車の要請、他の交通手段の利用等を判断すること 

消
防
機
関 

○  住民等に対し、応急手当、ＡＥＤ の使用を含めた救急蘇生法等に関する講習会を実施すること 

○  脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について関係機関と協力して住民に対し啓発す

ること 

○  搬送先の医療機関の適切な選定のため、事前に、実施基準、救急医療情報システム等により、各救急医

療機関の対応できる緊急性の高い疾患や診療科目に関する情報を把握すること 

○  地域メディカルコントロール協議会により定められたプロトコールに則し、心肺停止、外傷、急病等の

患者に対して、適切な観察・判断・処置を実施すること 

○  実施基準に基づき、適切な急性期を担う医療機関を選定し、傷病者を速やかに搬送すること 

○  緊急な医療を必要とする精神疾患を有する患者等の搬送に当たっては、精神科救急情報センターを活

用し、精神科救急医療体制と十分な連携を図ること 

メ
デ
ィ
カ
ル
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
協
議
会 

○  救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事後検証等によって随時改定す

ること 

○  実施基準に基づき適切な医療機関の選定がなされているか事後検証を行うとともに、実態を踏まえ必

要に応じ実施基準を改定すること 

○  医師から救急救命士に対する直接指示・助言体制が維持されていること 

○  救急救命士等への再教育の充実強化が図れていること 

○  ドクターヘリや消防防災ヘリ等の活用に関し、引き続き関係機関と円滑な連携について協議し、効率的

な運用を図ること 
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初期救急医療 

機
能 

○  初期救急医療を担う医療機関の機能 

目
標 

○  患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること 

医
療
機
関 

○  休日・夜間急患センター 

○  休日や夜間に対応できる診療所 

○  在宅当番医制に参加する診療所 

求
め
ら
れ
る
事
項 

○  休日夜間において、入院を要しない軽度の救急医療患者に対し、外来診療を実施すること 

○  休日・夜間急患センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、地域で診療の空白時間が生じないよう

に努めること 

○  病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神科救急医療体制等と連携していること 

○  休日・夜間に対応できる薬局と連携していること 

○  自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療科等について住民等に周知していること 

 

入院救急医療 

機
能 

○  入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療）の機能 

目
標 

○  24時間 365日、救急搬送の受け入れに応じること 

○  患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること 

医
療
機
関 

○  病院群輪番制病院、共同利用型病院 

○  救急告示病院・診療所 

○  地域医療支援病院（救命救急センターを有さない） 

○ 脳卒中や急性心筋梗塞等に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診療所 

求
め
ら
れ
る
事
項 

○ 初期診療を行い、必要に応じて入院治療を実施すること 

○ 当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近隣のより適切な医療機関と連携していること 
 
特に緊急性の高い疾患（重症外傷・急性中毒・脳卒中・心筋梗塞）を有する患者に対応可能な医療機関に求

められる機能を以下のとおり設定 

【重症外傷】 

 ○ 外傷初期診療ガイドライン（ＪＡＴＥＣ）に則った初期診療が可能であること 

 ○ 超音波検査、単純Ｘ線、ＣＴ、血管造影などの画像診断が可能であること 

 ○ 緊急手術を要する患者において、単独外傷に対応可能であること 

 ○ 連携可能な第三次救急医療機関を有すること 

【急性中毒】 

 ○ 胃洗浄などの初期治療が可能であること 

 ○ 入院可能な病床を有すること 

 ○ 精神科対応が可能であること又は精神科対応が可能な医療機関と連携していること 

 ○ 連携可能な第三次救急医療機関を有すること 

【脳卒中】 

 ※ 脳卒中の急性期を参照 

【心筋梗塞】 

 ※ 心筋梗塞等の心血管疾患の急性期を参照 
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救命医療 

機
能 

○  救命救急医療機関（第三次救急医療）の機能 

目
標 

○ 24時間 365日、救急搬送の受け入れに応じること 

○ 患者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供すること 

医
療
機
関 

○ 救命救急センターを有する医療機関 

求
め
ら
れ
る
事
項 

○ 重篤な救急患者を、広域災害時を含めて常時、受け入れることが可能であること 

○ 高度な治療に必要な施設を整備していること 

○ 救急医療に関する知識・経験を有する医師がいること 

○ 実施基準の円滑な運用・改善及び地域のメディカルコントロール体制の充実に当たり積極的な役割を果た

すこと 

○ 地域の救命救急医療の充実強化に協力していること 

○ 救命救急医療機関が連携してドクターヘリを用いた救命救急医療を提供すること 

○ 急性期のリハビリテーションを実施していること 

 

救命後の医療 

機
能 

○  救命救急医療機関等からの転院を受け入れる機能 

目
標 

○ 合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供すること 

関
係
機
関
等 

○ 療養病床を有する病院 

○ 精神病床を有する病院 

○ 回復期リハビリテーション病棟を有する病院 

○ 診療所（在宅医療等を行う診療所を含む。） 

○ 訪問看護ステーション 

求
め
ら
れ
る
事
項 

次のいずれかを満たすこと 

○ 救急医療機関と連携し、人工呼吸器が必要な患者や気管切開等のある患者を受け入れる体制を整備して

いること 

○ 重度の脳機能障害の後遺症を持つ患者を受け入れる体制を整備していること 

○ 精神疾患と身体疾患を合併した患者を受け入れる体制を整備していること 
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第４編 在宅医療              

 

 

 

 
 

 

 

 

１ 在宅医療の現状 

【在宅医療の必要性】 

  ○ 高齢化の進行に伴い、誰もが何らかの病気を抱えながら生活するようになる中、

入院医療や外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、患者の日常生活

を支える在宅医療は、今後、増大する慢性期の医療ニーズに対する受け皿として、

さらには看取りを含む医療提供体制の基盤の一つとして重要です。 

 

○ 国が行った終末期医療に関する調査（平成 20 年（2008 年））によれば、終末期の

療養場所について、「自宅で最後まで療養したい」又は「自宅で療養して、必要にな

れば医療機関等を利用したい」と回答した人の割合が６割を超え、また、要介護状態

になっても、「自宅や子ども・親族の家で介護してほしい」と回答した人の割合が４

割を超えています。 

 

【訪問診療・往診】 

○ 在宅医療は、かかりつけ医により提供されており、定期的に実施する訪問診療や、

病状の急変時に対応する往診が行われています。 

 

○ 平成 27 年度（2015 年度）の１か月間の平均人数でみると、訪問診療の患者数は

6,260 人、往診の患者数は 1,212人となっています。 

 

【看取り】 

○ 看取りの状況を場所別にみると、自宅で看取られる方の割合は約１割となってい

ます（平成 28年（2016年））。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 高齢化の進行に伴う在宅医療需要の増大に対応し、住み慣れた地域で自分らしい生

活を続けることができるよう、保健・医療・福祉が連携した包括的な在宅医療サービ

スの提供体制を整備するとともに、在宅医療に対する県民の理解の促進を図ります。 

第１節 現状と課題  
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表 1 老年人口（65歳以上）                                （単位：千人） 

 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 

本県人口 1,491 1,447 1,396 1,340 1,275 1,208 1,139 

うち老年人口 373 405 448 462 451 432 414 

構成割合（％） 25.0 28.0 32.1 34.5 35.4 35.7 36.4 
※平成 27 年以前の総人口には、年齢不詳分を含まない。 

資料：平成 27 年以前「国勢調査」総務省  

平成 32年以降「日本の都道府県別将来推計人口(平成 25 年３月推計)」(国立社会保障・人口問題研究所) 

 
表 2 在宅医療患者数                                                          （単位：人） 

 
県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 口・ 

防 府 

宇 

部・ 

小野田 

下 関 長 門 萩 

訪問診療 6,260 586 279 939 1,502 1,046 1,689 52 167 

人口 10万対 437 395 334 364 480 400 614 141 303 

往 診 1,212 97 70 208 213 253 307 22 43 

人口 10万対 85 65 84 81 68 97 112 59 77 

在 宅 看 取

り 

1,285 122 58 251 343 236 201 27 47 

人口 10万対 90 82 69 97 110 90 73 73 85 
資料：「ＮＤＢデータ（平成 27 年度在宅患者訪問診療料算定件数）」厚生労働省（訪問診療と往診は１か月間の平均人

数、在宅看取りは１年間の人数） 

 

表 3 訪問診療件数（平成 27年度 年間件数・１か月平均件数）                    （単位：件） 

 
県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 口・ 

防 府 

宇 部・ 

小野田 
下 関 長 門 萩 

年 間 157,884 14,495 7,810 21,984 38,674 26,931 42,387 1,476 4,127 

１か月平

均 

13,157 1,208 651 1,832 3,223 2,244 3,532 123 344 

資料：「ＮＤＢデータ（平成 27 年度在宅患者訪問診療料算定件数）」厚生労働省 

 

表 4 死亡場所別死亡者数 

 
病院、診療所 自宅 

介護老人保健施

設、 

老人ホーム 

その他 

  死亡者数（人） 14,637 1,881 1,465 383 

  割   合（％） 79.7 10.2 8.0 2.1 

  全国平均（％） 75.8 13.0 9.2 2.1 

資料：「平成 28年人口動態調査」厚生労働省 

 

２ 在宅医療の提供体制 

【訪問診療】 

○ 訪問診療を行っている医療機関は 30 病院、260診療所あります(平成 29年（2017

年）10 月)。 
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○ 24 時間 365日体制で在宅医療を提供する在宅療養支援病院は 14病院、在宅療養支

援診療所は 143診療所あります（平成 29 年（2017 年）10月）。 

【訪問歯科診療】 

   ○ 訪問歯科診療を行っている歯科診療所は 90診療所あります（平成 29年（2017

年）10 月）。 

 

   ○ 在宅等の療養に関して歯科医療面から支援できる体制等を確保している在宅療養

支援歯科診療所は 156 診療所あります（平成 29年（2017年）10 月）。 

 

【訪問薬剤管理指導】 

○ 在宅療養患者を訪問して薬剤管理指導ができる薬局は 761 施設あり、県内全薬局

の 93.1％と、ほとんどの薬局で訪問薬剤管理指導が可能です（平成 29年（2017

年）10 月）。 

 

【訪問看護】 

○ 在宅医療に合わせ、訪問看護等により、在宅看護が適切に提供されることが必要で

あり、県内では 125の訪問看護ステーションが整備されています（平成 29 年（2017

年）10 月）。 

 

表 5 訪問診療を行う病院数 

 

県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 

口・ 

防 府 

宇 

部・ 

小野田 

下 関 長 門 萩 

実施病院数 30 4 0 5 6 7 6 1 1 

病院数 147 17 9 24 27 30 27 6 7 

割合(%) 20.4 23.5 － 20.8 22.2 23.3 22.2 16.7 14.3 

資料 病院数：「平成 28 年医療施設調査」厚生労働省 

実施病院数：厚生労働省診療報酬施設基準 在宅時医学総合管理料、施設入居時医学総合管理料の届出施設数

（平成 29 年 10月） 

 

表 6 訪問診療を行う一般診療所数 

 

県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 

口・ 

防 府 

宇 

部・ 

小野田 

下 関 長 門 萩 

実施診療所数 260 22 17 33 45 64 62 5 12 

診療所数 1,283 129 72 218 256 247 280 27 54 

割合(%) 20.3 17.1 23.6 15.1 17.6 25.9 22.1 18.5 22.2 

資料：診療所数：「平成 28年医療施設調査」厚生労働省 

   実施診療所数：厚生労働省診療報酬施設基準 在宅時医学総合管理料、施設入居時医学総合管理料の届出施設

数（平成 29年 10 月） 
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表 7 訪問診療を行う歯科診療所数 

 

県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 

口・ 

防 府 

宇 

部・ 

小野田 

下 関 長 門 萩 

実施診療所数 90 10 8 14 19 11 20 3 5 

診療所数 679 68 38 113 147 131 140 16 26 

割合(%) 13.3 14.7 21.1 12.4 12.9 8.4 14.3 18.8 19.2 

資料  歯科診療所数：「平成 28 年医療施設調査」厚生労働省 

実施診療所数：厚生労働省診療報酬施設基準 在宅時医学総合管理料、施設入居時医学総合管理料の届出施設 

数（平成 29年 10 月） 

 

 

表 8 訪問薬剤指導ができる薬局数 

 

県全体 岩 国 柳 井 周 南 

山 口・ 

防 府 

宇 

部・ 

小野田 

下 関 長 門 萩 

実施薬局数 761 82 41 141 143 154 154 20 26 

資料：厚生労働省診療報酬施設基準 在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出施設数(平成 29 年 10月) 

 

３ 在宅医療における多職種連携 

【多職種連携の必要性】 

○ 在宅医療においては、医療・介護のサービスが包括的に提供されることが重要 で

あり、病院、一般診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション、地域包括支援

センター、介護サービス事業所等による連携体制の確保が必要です。 

 

【歯 科】 

○ 在宅療養者の健康の保持・増進には、口から食物を食べ、栄養を摂取すること  

や、誤嚥性肺炎を予防すること、また、口腔の健康等を保つため、日常生活での歯

科疾患の予防に向けた取組等が大切なことから、切れ目なく歯科保健医療を提供す

ることが重要です。 

 

【薬 局】 

○ 薬剤の専門家である薬剤師の在宅訪問による服薬指導等の必要性が増加してお

り、地域の薬局には、医療機関等と連携し、服薬アドヒアランスの向上や残薬管理

等の業務を始めとして、在宅対応に積極的に関与することが求められています。 
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【介 護】 

○ 退院後の生活に向けた準備として、入院早期の段階から、介護支援専門員（ケアマ

ネジャー）や地域包括支援センター等の介護関係者に対する利用者の情報提供や、病

院内における多職種合同カンファレンスの実施が必要です。 

  

○ 利用者に対する適切な処遇を確保するため、担当ケアマネジャーが開催するサービ

ス担当者会議や、地域包括支援センターが開催する地域ケア会議に、医師を含む関係

多職種が出席し、医療ニーズを適切にケアプラン等に反映することが必要です。 

 

４ 在宅医療の必要量 

○ 高齢化の進行による訪問診療患者数の増加や、療養病床の転換に伴い、市町が介護

保険事業計画で見込む居宅介護サービスの整備量を踏まえ、平成 32年度（2020 年

度）までの在宅医療の必要量を次のとおり見込みます。 

平成 32年度までの在宅医療の必要量                       (単位 人) 

県全体 岩 国 柳 井 周 南 山口・防府 宇部・小野田 下 関 長 門 萩 

7,221 693 360 1,098 1,638 1,339 1,841 49 203 

 

 

 

 

１ 目指すべき方向（取組事項） 

在宅医療の確保・充実に向け、次のような体制の確保に取り組みます。 

 (1) 円滑な在宅療養移行に向けた退院支援を行う体制の確保 

    ＜取組事項＞ 

    ① 退院・退所後の在宅療養生活への円滑な移行の促進 

    ② 県民の理解の促進 
 

(2) 在宅医療提供体制の確保 

  ＜取組事項＞ 

① 地域ごとの在宅医療提供体制の確保 

② 急変時の対応が可能な体制の確保 

③ 訪問看護の充実 

④ 歯科保健医療の提供 
 

 (3) 保健・医療・福祉が連携した包括的な在宅医療サービスの提供体制の確保 

   ＜取組事項＞ 

    ① 多職種連携による看取りを含めた療養支援の充実 

② 多職種間の医療介護情報の共有 

 

２ 関係者の連携体制の構築 

第２節 目指すべき方向と関係者の連携体制  
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○ 目指すべき体制の確保に向け、関係者が担うべき役割を踏まえ取組を進めます。 

  関係者に求められる事項については、214 頁、215 頁に整理し記載しています。ま

た、具体的な医療機関名は県のホームページに掲載し、必要に応じ更新します。 
 

 ○ 訪問診療等の日常の療養支援については、地域包括ケアシステムにおける日常生活

圏域を単位とし、入院病床の確保等、状態変化時の対応について、二次医療圏域を単

位に医療機関の連携体制を構築します。 

 

 

１ 円滑な在宅療養移行に向けた退院支援を行う体制の確保 

 (1) 退院・退所後の在宅療養生活への円滑な移行の促進 

  ○ 地域医療介護連携情報システムや退院調整会議等により、入院医療機関と在宅医

療を提供する医療機関との連携や患者情報の共有等を促進し、切れ目のない継続的

な医療体制を確保します。 

 

○ 入院早期の段階から、介護支援専門員（ケアマネジャー）や地域包括支援センタ

ー等の介護関係者と患者情報の共有を促進し、適切な介護サービスの提供につなげ

ます。 

 

 (2) 県民の理解の促進 

○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医を持つことの必要性や意義について、地域の関

係機関等の協力を得て、県民への普及啓発を図ります。 

 

○ 「やまぐち医療情報ネット」を活用し、医療機関において対応可能な在宅医療・介

護サービス機能等に係る情報を提供します。 

 

２ 在宅医療提供体制の確保 

  (1) 地域ごとの在宅医療提供体制の確保 

○ 在宅で必要な医療が受けられるよう、在宅医療に取り組むかかりつけ医等の拡大

を図ります。 

 

○ 医師会等と連携し、地域ごとに必要な在宅医療機関の確保や連携体制の構築等、

地域における在宅医療の提供に向けたしくみづくりに取り組みます。 

 

  (2) 急変時の対応等が可能な体制の確保 

○ 他の病院や診療所等との連携により、24 時間対応体制の在宅医療を提供する在宅

療養支援診療所等の増加や、緊急時のための入院病床確保等を担う在宅療養後方支

援病院の確保等により、地域における在宅医療提供体制の充実を図ります。 

 

 (3) 訪問看護の充実 

第３節 施策  
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○ 適切な在宅看護を提供するため、看護協会等と連携し、研修の実施等により、  

訪問看護ステーション勤務の看護師の資質の向上を図ります。 

 

(4) 歯科保健医療の提供 

○ 県歯科医師会口腔保健センターに設置された「山口県在宅歯科保健医療連携室」

において、歯科医療・口腔ケアについての相談支援や、往診希望者と歯科診療所等

の連絡調整等を行うことにより、ニーズに応じた歯科保健医療の提供を進めます。 

３ 保健・医療・福祉が連携した包括的な在宅医療サ－ビスの提供体制の確保 

(1) 多職種連携による看取りを含めた療養支援の充実 

 ○ 医療・介護のサービスが、看取りを含め、包括的に提供されるよう、病院、一般

診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション、地域包括支援センター、介護

サービス事業所等の医療・介護関係者や、健康福祉センター、市町保健センター等

の保健福祉関係者の連携体制を構築します。 

 

○ 地域の在宅医療施策の担い手となる市町との連携の下、地域包括ケアシステムの

中核的な役割を担う地域包括支援センターを中心とした、多職種が連携するための

体制の構築と実施拠点となる基盤の整備を促進します。 

 

○ 医療・介護資源に関する情報提供を行うなど、市町等の取組を支援します。 

 

○ 市町、医師会等関係団体と連携し、地域で在宅医療を担う人材（指導者）を養成

するための多職種協働研修を行い、在宅医療を担う人材の知識・技術の向上やチー

ムによる取組を促進します。 

 

○ 老老介護や介護期間の長期化等に伴う家族介護者の精神的・肉体的負担の増加に

対応するため、ニーズに応じた家族介護支援サービスの提供など、家族介護者の心

身の負担軽減を図るレスパイト・ケアの取組を支援します。 

 

  ○ 人生の最終段階における医療については、患者本人による意思決定を基本として

行われることが重要であることから、厚生労働省が策定する「人生の最終段階にお

ける医療の決定プロセスに関するガイドライン（注）」の普及等に取り組みます。 
 

（注）人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン：人生の最終段階を迎えた患者や家   

族と、医師をはじめとする医療従事者が患者にとって最善の医療とケアを作り上げるためのプロセスを

示すガイドライン。 

    

(2) 多職種間の医療介護情報の共有 

○ 多職種連携の基盤となる多職種間の情報共有を実現するため、「地域医療介護連

携情報システム」の整備・活用を促進します。 

 

(3) 遠隔診療の活用 
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○ 患者や家族の負担軽減など、在宅医療推進の有効な手法の一つとなる「遠隔診療」

について、在宅医療に取り組む医療関係者との協議を行いながら、取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅医療に係る数値目標を以下のとおり設定します。 

指    標 現   状 目標数値 

訪問診療を行う診療所・病院数 
290箇所 

（H29 年度） 

345箇所 

（H35 年度） 

在宅療養支援診療所・病院数 
157箇所 

（H29 年度） 

165箇所 

（H35 年度） 

在宅療養後方支援病院数 
 9箇所 

（H29 年度） 

15箇所 

（H35 年度） 

在宅療養支援歯科診療所数 
156箇所 

（H29 年度） 

180箇所 

（H35 年度） 

訪問看護ステーション数 

※「第六次やまぐち高齢者プラン」から 

125箇所 

（H29 年度） 

138箇所 

（H32 年度） 

地域医療介護連携情報システム整備圏域数 
3圏域 

（H29 年度） 

8圏域 

（H35 年度） 

第４節 数値目標  



 

 

- 2
6

 - 

在宅医療の医療体制

○ 円滑な在宅療養の導入・移行

在宅医療の導入

病院

有床診療所

介護老人保健施設

在宅医療連携病院・診療所・歯科診療所

在宅療養支援病院・診療所・歯科診療所

在宅医療を担う病院・診療所・歯科診療所

薬局

訪問看護事業所

居宅介護支援事業所

地域包括支援センター

在宅医療連携拠点

状態変化時の対応

○ 在宅療養中の患者の後方ベッド機能の確保

在宅医療を担う病院・診療所・歯科診療所

在宅療養支援病院・診療所・歯科診療所

訪問看護事業所

在宅医療連携病院・診療所・歯科診療所

急変時の受け入れを行う病院・有床診療所

介護老人保健施設

在宅医療連携拠点

○ 住み慣れた自宅や地域での看取りの実施

在宅医療連携病院・診療所・歯科診療所

在宅療養支援病院・診療所・歯科診療所

在宅医療を担う病院・診療所・歯科診療所

訪問看護事業所

入院先となる病院・有床診療所

在宅医療連携拠点

生活の場における療養支援

在宅医療連携病院・診療所・歯科診療所 在宅療養支援病院・診療所・歯科診療所

在宅医療を担う病院・診療所・歯科診療所 薬局

訪問看護事業所 居宅介護支援事業所

地域包括支援センター 在宅医療連携拠点

○ 多職種協働による患者・家族の生活の視点に立った医療の提供

○ 地域における在宅医療に対する姿勢や原則の共有

○ 緩和ケアの提供

○ 介護する家族の支援

看取
り

急変
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在宅医療の医療機能 

在宅医療の導入 
機能 ○ 円滑な在宅療養の導入・移行 

目標 ○ 外来医療機関や入院医療機関・介護施設等から、在宅医療に係る機関への円滑な連携により、切

れ目のない継続的な医療体制を確保すること 

求められる

事項 

《入院医療機関・介護施設》 

○ 退院（退所）支援担当者を配置すること 

○ 退院（退所）支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研修や実習を受けること 

○ 入院（入所）初期から退院（退所）後の生活を見据えた退院（退所）支援を開始すること 

○ 入院（入所）中からオープンシステムや共同指導を利用して在宅医療に係る機関との情報共有

を十分図ること 

○ 退院（退所）支援の際には、療養者の住み慣れた地域に配慮した在宅医療及び介護、障害福祉

サービスの調整を十分図ること 

○ 退院（退所）後、療養者に起こりうる病状の変化やその対応について、退院（退所）前カンフ

ァレンスや文書・電話等で、在宅医療に係る機関との情報共有を十分図ること 

《在宅医療に係る機関》 

○ 在宅療養者のニーズに応じて、医療や介護、障害福祉サービスを包括的に提供できるよう調整

すること 

○ 在宅医療や介護、障害福祉サービスの担当者間で、今後の方針や病状に関する情報や計画を共

有し、連携すること 

○ 入院（入所）中からオープンシステムや共同指導を利用して入院医療機関・介護施設との情報

共有を十分図ること 

○ 高齢者のみではなく、小児や若年層の在宅療養者に対する訪問診療、訪問看護、訪問薬剤指導

等にも対応できるような体制を確保すること 

○ 入院医療機関・介護（老人保健）施設の退院（退所）支援担当者および在宅療養者に関わる家

族・介護関係者に対し、地域の在宅医療及び介護、障害福祉サービスに関する情報提供や在宅療

養に関する助言を行うこと 

関係機関等 ○ 病院、有床診療所、介護老人保健施設、在宅医療連携病院・診療所、在宅療養支援病院・診療

所、在宅医療を担う病院・診療所、薬局、訪問看護事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援

センター、在宅医療連携拠点、基幹相談支援センター・相談支援事業所 

 

日常の療養支援 
機能 ○ 日常の療養支援 

目標 ○ 在宅療養者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、できる限り患

者が住み慣れた地域で継続的、包括的に提供されること 

求められる

事項 

《在宅医療に係る機関》 

○ 相互の連携により、在宅療養者のニーズに対応した医療や介護、障害福祉サービスが包括的に

提供される体制を確保すること 

○ 医療関係者は、地域包括支援センター等と共同して地域ケア会議を開催し在宅療養者に関する

検討を行うよう努めること 

○ 地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療や介護、障害福祉サービス、家

族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること 

○ がん患者（緩和ケア体制の整備）、認知症患者（身体合併症等の初期対応や専門医療機関への

適切な紹介）、小児患者（小児の入院機能を有する医療機関との連携）等、それぞれの患者の特

徴に応じた在宅医療の体制を整備すること 

《入院医療機関・介護施設》 

○ 在宅療養者に生じる問題に対してのコンサルテーションに対応できる体制を構築すること 

○ レスパイト・ケアを引き受けること 

関係機関等 ○ 在宅医療連携病院・診療所、在宅療養支援病院・診療所、在宅医療を担う病院・診療所、薬

局、訪問看護事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、在宅医療連携拠点、基幹相

談支援センター・相談支援事業所 
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状態変化時の対応 
機能 ○ 状態変化時の対応 

目標 ○ 在宅療養者の状態変化（看取りを含む）時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪

問看護事業所及び入院医療機関との円滑な連携による診療体制を確保すること 

求められる

事項 

《在宅医療に係る機関》 

○ 状態変化時における連絡先をあらかじめ在宅療養者やその家族に提示し、また、求めがあった

際に 24時間対応が可能な体制を確保すること 

○ 24時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪問看護事業所等との連携により、

24 時間対応が可能な体制を確保すること 

○ 在宅医療に係る機関が対応できない状態変化の場合は、その症状や状況に応じて、搬送先とし

て想定される入院医療機関と協議し入院病床を確保するとともに、搬送については地域の消防関

係者へ相談する等連携を図ること 

○ 看取りに際して、終末期に出現する症状に対する在宅療養者や家族の不安を解消し、在宅療養

者が望む場所での看取りを行うことができる体制を構築すること 

○ 在宅療養者や家族に対して、自宅や住み慣れた地域で受けられる医療及び介護、障害福祉サー

ビスや看取りに関する適切な情報提供を行うこと 

○ 介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること 

《入院医療機関》 

○ 入院医療機関は在宅療養者の状態変化(看取りを含む)に際し、在宅医療を担う医療機関の求め

に応じて入院を受け入れる等の支援をすること 

○ 重症で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する体制を構築すること 

関係機関等 ○ 在宅医療を担う病院・診療所、在宅療養支援病院・診療所、訪問看護事業所、在宅医療連携病

院・診療所、急変時の受け入れを行う病院・有床診療所、介護老人保健施設、在宅医療連携病

院・診療所、在宅医療を担う病院・診療所、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事業所、入

院先となる病院・有床診療所、在宅医療連携拠点、基幹相談支援センター・相談支援事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


